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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高は消費税等を含んでいない。 

２ 第81期中、第82期中及び第81期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載をしていない。 

３ 第82期中より、平均臨時雇用人員は従業員数の100分の10を超えたため、[ ]内に外数で記載している。 

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 61,128 54,644 55,532 130,608 127,992

経常利益 (百万円) 1,740 1,532 1,736 5,992 6,189

中間(当期)純利益 (百万円) 1,706 590 1,117 2,696 3,051

純資産額 (百万円) 80,668 73,194 75,712 81,607 75,523

総資産額 (百万円) 152,231 125,298 121,174 151,572 125,900

１株当たり純資産額 (円) 674.37 731.81 757.35 681.32 753.96

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 14.26 5.52 11.18 21.53 28.12

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 14.01 ― ― 21.47 ―

自己資本比率 (％) 53.0 58.4 62.5 53.8 60.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,231 4,610 △3,009 8,721 11,264

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △629 △777 △1,737 △1,918 △2,383

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △604 △9,549 1,352 △7,135 △9,959

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 25,280 16,217 17,474 21,931 20,850

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員] 

(名) 
3,701 
  

3,725
  

3,782
[424] 

3,689 
  

3,706
  



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高は消費税等を含んでいない。 

２ 第80期中及び第80期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、希薄化しないため記載をしていな

い。また、第81期中、第82期中及び第81期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載をしていない。 

３ 第81期の１株当たり年間配当額10円には、創立55周年記念配当２円50銭を含んでいる。 

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 43,777 36,891 37,148 95,190 86,130

経常利益 (百万円) 1,259 842 812 4,286 3,635

中間(当期)純利益 (百万円) 575 320 393 1,605 1,660

資本金 (百万円) 15,981 15,981 15,981 15,981 15,981

発行済株式総数 (千株) 119,728 119,728 119,728 119,728 119,728

純資産額 (百万円) 68,506 60,899 61,811 69,517 62,098

総資産額 (百万円) 125,347 100,399 97,264 123,797 99,150

１株当たり純資産額 (円) 572.69 608.88 618.30 580.75 620.69

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 4.81 3.00 3.94 12.92 15.66

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 3.75 3.75 5.00 7.50 10.00

自己資本比率 (％) 54.7 60.7 63.5 56.2 62.6

従業員数 (名) 1,890 1,930 1,970 1,904 1,917



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容に重要な変更はない。また、主要な関係

会社に異動はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。なお、臨時

従業員には、パートタイマー及びアルバイト等を含み、派遣社員を除いている。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、全新明和労働組合協議会が組織されている。なお、労使関係について特に記載すべき事項は

ない。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

航空機 762 [ 77] 

特装車 954 [  7] 

産業機器 1,619 [180] 

建設 140 [ ―] 

その他 205 [156] 

全社 102 [  4] 

合計 3,782 [424] 

従業員数(名) 1,970 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、ＩＴ関連産業の生産調整がほぼ一巡し、設備投資の堅調な増加や雇用・所

得環境に改善が見られるなど「踊り場」から脱した感はあるものの、原油をはじめ各種素材価格の上昇や米国景気

の減速といった懸念材料を抱えて推移した。 

この中で当社グループは、平成17年度を最終年度とする「中期経営計画」に基づき、最重要課題を「収益の拡

大」と位置づけ、製品の改良・開発やサービス分野の強化を図るとともに収益性の改善に向けた各種施策を推進

し、業績及び企業価値の向上に取り組んできた。 

当中間連結会計期間の業績については、受注高は、産業機器部門ではポンプ及び関連製品の不振により減少した

ものの、航空機部門では民需関係を中心に増加し、特装車部門でも新たな排出ガス規制対応に向けた需要が増加し

た結果、前年同期比5,386百万円（9.7％）増の60,867百万円となった。また、売上高は、航空機部門では防衛庁向

けの新規開発関連作業が減少し、産業機器部門でもポンプ及び関連製品を中心に減少したものの、特装車部門では

受注の増加に伴って堅調に推移したことなどから、前年同期比888百万円（1.6％）増の55,532百万円となった。ま

た、損益については、経常利益は前年同期比203百万円（13.3％）増の1,736百万円、中間純利益は投資有価証券の

売却等により前年同期比527百万円（89.3％）増の1,117百万円を計上した。 

当社グループのセグメント別の状況は次のとおりである。なお、各部門の受注高及び売上高は、セグメント間の

内部受注高及び内部売上高を含んでいる。 

  

航空機関係 

防衛庁向けは、各種機体の定期修理作業等が計画どおり進捗したが、平成17年２月に「ＵＳ－１Ａ型救難飛行

艇」最終号機を納入後、当中間期が機体製造の端境期にあたることなどから、前年同期と比べて受注は増加した

が、売上は減少した。 

一方、民需関係は、ボーイングＢ777型航空機の需要が回復したほか、ガルフストリームＧ550型ビジネスジェッ

ト機用部品も前年同期水準を維持したことなどから、前年同期と比べて受注・売上共に増加した。 

この結果、当セグメントの受注高は前年同期比1,053百万円（23.9％）増の5,451百万円、売上高は前年同期比

1,046百万円（12.9％）減の7,093百万円となり、営業利益は前年同期比１百万円（0.4％）減の295百万円となっ

た。 

  

特装車関係 

特装車部門の市場環境は、前期に一段落した排出ガス規制によるトラックの買換え需要が再び増加し、主力製品

の建設関連車両（ダンプトラック、トラックミキサ等）、環境関連車両（塵芥車、脱着ボデートラック等）及び物

流関連車両（タンクローリ、テールゲートリフタ等）が、前年同期と比べて受注・売上共に増加した。一方、保

守・修理事業では、兵庫県神戸市に中古特装車を常時200台展示できる「神戸中古車センター」を開設したほか、部

品販売・サービス業務等も堅調に推移した。 



この結果、当セグメントの受注高は前年同期比3,271百万円（15.3％）増の24,668百万円、売上高は前年同期比

3,094百万円（16.1％）増の22,314百万円となり、営業利益は前年同期比126百万円（9.9％）増の1,407百万円とな

った。 

  

産業機器関係 

ポンプ及び関連製品は、今年６月、高機能・高効率（当社従来製品比）を誇る新製品「ノンクロスクリュ水中ポ

ンプ」を発売したが、公共投資の減少により、受注・売上共に前年同期を下回った。 

ファクトリー・オートメーション関連製品では、真空成膜装置は光学機器及び自動車部品（ヘッドランプ等）メ

ーカー向けの受注が堅調であったものの、大口案件のあった前年同期と比べて売上は減少し、自動電線処理機は家

電製品向けの電線加工に用いる新型機「ＴＲ202」の発売により、受注は前年同期と比べて増加したものの、売上は

減少した。また、航空旅客搭乗橋「パックスウェイ」は、現在エアバス社で開発中の総２階建て超大型旅客機「Ａ

380」対応型の新製品をチャンギ国際空港（シンガポール）及び第２バンコク国際空港（タイ）に納入するなど、前

年同期と比べて受注・売上共に増加した。これにより、前年同期と比べてファクトリー・オートメーション関連製

品全体では、受注・売上共に増加した。 

また、機械式駐車設備は、市場環境に明るさが見えない中、保守・リニューアル部門が堅調に推移した結果、前

年同期と比べて受注は増加したものの、売上は減少した。 

このほか、環境関連は、新たにバンコク市（タイ）納めのごみ中継施設を受注したものの、前年同期と比べて受

注・売上いずれも減少し、理美容機器関連も依然として厳しい事業環境のもと低調に推移した。 

この結果、当セグメントの受注高は前年同期比591百万円（2.5％）増の24,041百万円、売上高は前年同期比677百

万円（3.1％）減の21,092百万円となり、営業利益は前年同期比402百万円（32.5％）減の835百万円となった。 

  

建設関係 

建設・設備いずれの部門も堅調に推移した結果、当セグメントにおける受注高は前年同期比2,713百万円

（47.0％）増の8,484百万円、売上高は前年同期比165百万円（3.3％）増の5,252百万円となり、営業利益は前年同

期比93百万円（526.5％）増の111百万円となった。 

  

その他 

不動産業及び保険代理業等における仲介業務、航空機の誘導・点検等の空港での支援業務は受注・売上共に堅調

であったが、機械器具等の設計請負業務は前年同期を下回った。 

この結果、当セグメントの受注高は前年同期比85百万円（4.8％）減の1,702百万円、売上高は前年同期比83百万

円（4.7％）減の1,684百万円となり、営業利益は前年同期比22百万円（19.2％）増の138百万円となった。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末比3,375百万

円（16.2％）減の17,474百万円となった。これは、シンジケート方式による資金調達を行なったものの、主に生産

設備等の有形固定資産の取得及び法人税等の支払を行なったことなどによるものである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は3,009百万円となり、前年同期は4,610百万円の収入

であったが支出に転じた。これは、税金等調整前中間純利益を2,027百万円計上したものの、航空機部門において製

造作業が進捗したこと及び特装車部門においてトラックの買換え需要に伴う生産対応等により棚卸資産の増加額が

5,073百万円となったほか、法人税等の支払額が1,466百万円あったことなどによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、前年同期比960百万円（123.5％）増の1,737百万円

となった。これは、投資有価証券の売却、償還による収入が855百万円あったものの、主に生産設備等の有形固定資

産の取得に1,815百万円、投資有価証券の取得に597百万円使用したことなどによるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は1,352百万円となり、前年同期は9,549百万円の支出

であったが収入に転じた。これは、配当金の支払額が624百万円あったものの、設備投資資金確保のためにシンジケ

ート方式による資金調達を2,000百万円行なったことなどによるものである。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっており、各セグメントの金額にはセグメント間の取引を含んでいる。 
２ 金額には消費税等を含んでいない。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 各セグメントの受注高及び受注残高にはセグメント間の取引を含んでいる。 
２ 受注高及び受注残高には消費税等を含んでいない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 各セグメントの金額にはセグメント間の取引を含んでいる。 
２ 金額には消費税等を含んでいない。 
３ 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間は、販売実績が総販売実績の100分の10以上となる相手先がないため、記載
を省略している。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

航空機 10,279 3.8

特装車 22,785 15.7

産業機器 22,274 1.3

建設 5,333 △9.6

合計 60,674 5.6

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

航空機 5,451 23.9 30,547 30.1

特装車 24,668 15.3 7,309 36.1

産業機器 24,041 2.5 18,593 △4.4

建設 8,484 47.0 8,306 △2.3

その他 1,702 △4.8 79 △44.6

消去 △3,482 ― △1,786 ―

合計 60,867 9.7 63,049 11.5

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

航空機 7,093 △12.9

特装車 22,314 16.1

産業機器 21,092 △3.1

建設 5,252 3.3

その他 1,684 △4.7

消去 △1,905 ―

合計 55,532 1.6



３ 【対処すべき課題】 

今後については、内需の回復が予想されるものの、依然として原油をはじめとする素材価格の上昇が懸念される

中、輸出の伸びも鈍化傾向にあるなど、不安要素を抱えた状況で推移するものと予測される。 

こうした状況下、当社グループとしては「中期経営計画」最終年度にあたる平成17年度の目標として設定した当

期純利益35億円を達成するため、グループ一貫体制で「お客さまの想いをカタチに」をキーワードに、新しい製

品・サービスの市場投入及び基盤製品の高付加価値化に一層注力していく。そして、市場から「ニッチ・ベスト」

と評価していただける製品・サービスを提供し、収益の拡大を図ることで、更なる企業価値の向上に取り組んでい

く。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、以下の契約について新たに契約を締結した。 

(技術援助契約) 

(注) 上記契約に基づく報償料は、当該品目の売上高の５％程度である。 

  

また、以下の契約については契約締結期間を延長している。 

(技術導入契約) 

(注) 上記契約に基づく報償料は、契約時に一時払いしている。 

  

相手方の名称 
〔契約締結会社名〕 

国名 契約品目 契約の内容 契約締結期間 

エーシーシー・ 
マシーナリー社 
〔新明和工業㈱〕 

インド 
トラック・ミキ
サー 

トラック・ミキサーの製造
に関する技術援助契約 

自 平成17年９月27日 
至 平成24年９月26日 

相手方の名称 
〔契約締結会社名〕 

国名 契約品目 契約の内容 契約締結期間 

ゲイツ・ 
リアジェット社 
〔新明和工業㈱〕 

アメリカ 
リアジェット型
航空機 

リアジェット型航空機を防
衛庁要求の訓練支援機に改
造するために必要なゲイツ
社の技術ノウハウに関する
技術援助契約 

自 昭和59年８月10日 
至 平成18年８月９日 
双方が契約の更新を望む時
は、１年毎に自動更新され
る。 



５ 【研究開発活動】 

当社グループに係る研究開発は、社会基盤の整備・強化を重点に事業の拡大を図ることを目的に、新製品・新技術

の開発は当社の開発センタが中心となり当社の各事業部及び子会社と連携をとりつつ行っている。また、既存製品の

改良開発等は当社の各事業部または子会社が独自に行っている。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は1,007百万円であり、事業の種類別セグメントの内容は次

のとおりである。 

(1) 航空機 

航空機事業においては、低コスト板金成形加工技術、摩擦攪拌接合技術、難削材の機械加工に関わる設計技術・

生産技術の研究などを行っているほか、航空機の性能向上のための航空機部品の開発や飛行艇の用途拡大の研究を

行っている。 

当事業に係る研究開発費は118百万円である。 

(2) 特装車 

特装車事業においては、社会情勢及び市場の需要動向に鑑み、塵芥車及び脱着ボデートラックを中心とした環境

関連車両、省力化製品として需要の拡大が期待される物流関連車両のテールゲートリフタに重点をおき、製品ライ

ンアップ強化やフルモデルチェンジのための開発を行っている。 

環境関連車両では、２～３トン車に対応した新型塵芥車の開発や４トンクリーンキュームコンテナの性能向上の

ための改良を行った。また、物流関連車両では、新型格納式テールゲートリフタ「かくのうゲート」をフルモデル

チェンジし、安全性や機能性を向上させるとともに、２～10トン車級の車両まで対応できる、幅広いシリーズ化を

実現した。 

当事業に係る研究開発費は120百万円である。 

(3) 産業機器 

産業機器事業においては、主に真空成膜分野と水処理・環境関連分野に重点をおいた新製品・新技術の開発に取

り組んでいる。 

真空成膜分野では、半導体向け銅配線成膜技術の製品化に向けた研究を行った。また、水処理・環境関連分野で

は、高効率・高通過性の水中ポンプの大型化や性能向上のための研究を行った。 

このほか、機械式駐車設備、自動電線処理機の新製品開発にも取り組んでいる。また、エアバス社が開発中の次

世代・超大型機「Ａ380」が総２階建てであることから、ターミナルから機体の２階部分へ直接搭乗できる新型の航

空旅客搭乗橋を開発した。 

当事業に係る研究開発費は765百万円である。 

(4) その他 

その他事業においては、主に当社製品の遠隔監視システムの基礎研究を行った。 

当事業に係る研究開発費は３百万円である。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画は、次のとおりである。 

  

(注) 上記の金額には消費税等を含んでいない。 

  

なお、当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた重要な設備の新設等の計画について重要な

変更はない。また、前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものはない。 

会社名及び事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメント 

設備の内容 
予算金額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 

資金調達
方法 

着工年月 完成年月

新明和工業㈱ 
佐野工場 
(栃木県佐野市) 

特装車 
特装車 
生産設備 

408 43 自己資金
平成17年 
7月 

平成18年
5月 

新明和工業㈱ 
宝塚工場 
(兵庫県宝塚市) 

産業機器 
成膜装置等 
生産設備 

145 ― 自己資金
平成17年 
8月 

平成19年
3月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款の定めは次のとおりである。 

当会社の発行する株式の総数は３億株とする。ただし株式の消却が行なわれた場合はこれに相当する株式数を減じる。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成17年11月30日) 

上場証券取引所名
又は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 119,727,565 119,727,565

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

完全議決権株式で
あり、権利内容に
何ら限定のない当
社における標準と
なる株式 

計 119,727,565 119,727,565 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 119,727,565 ― 15,981 ― 15,737



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、日興シティ信

託銀行株式会社(投信口)及びＵＦＪ信託銀行株式会社(信託勘定Ａ口)の所有株式は、当該各社の信託業務に係る株式であ

る。 

２ ＵＦＪ信託銀行株式会社は、平成17年10月１日付をもって三菱信託銀行株式会社と合併し、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

となっている。 

３ 当社は、自己株式19,758千株(株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式１千株を含む。)を保有

しているが、上記「大株主の状況」からは除外している。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11－３ 11,226 9.38

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８－11 10,535 8.80

三信株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目６―１ 9,293 7.76

株式会社日立製作所 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社) 

東京都千代田区丸の内一丁目６－６
日本生命丸の内ビル 
(東京都中央区晴海一丁目８－12 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーＺ棟) 

4,000 3.34

新明和グループ従業員持株会 兵庫県宝塚市新明和町１－１ 2,907 2.43

日興シティ信託銀行株式会社 
(投信口) 

東京都品川区東品川二丁目３－14 2,105 1.76

ザチェースマンハッタンバンクエ
ヌエイロンドン 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業務
室) 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD,ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

2,093 1.75

日興シティグループ証券株式会社 
東京都港区赤坂五丁目２－20
赤坂パークビルヂング 

1,849 1.54

バンクオブニューヨークジーシー
エムクライアントアカウンツイー
アイエスジー 
(常任代理人 株式会社東京三菱
銀行) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内二丁目７－１
カストディ業務部) 

1,501 1.25

ＵＦＪ信託銀行株式会社(信託
勘定Ａ口) 

東京都千代田区丸の内一丁目４－３ 1,237 1.03

計 ― 46,747 39.04



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄及び「議決権の数」欄には、証券保管振替機構名義の株式9,000株(議決権の数９個)及び

株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式1,000株(議決権の数１個)が含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式229株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権の数１個)ある。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めている。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 普通株式 19,757,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 99,145,000 99,145 同上

単元未満株式 普通株式 825,565 ― 同上

発行済株式総数 119,727,565 ― ― 

総株主の議決権 ― 99,145 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％) 

(自己保有株式) 
新明和工業株式会社 

兵庫県宝塚市
新明和町１―１ 

19,757,000 ― 19,757,000 16.50 

計 ― 19,757,000 ― 19,757,000 16.50 

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 525 560 615 673 705 697

最低(円) 479 515 537 599 613 639



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けている。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金     16,217 17,474   20,850 

２ 受取手形及び 
売掛金 

    46,861 39,711   46,634 

３ 棚卸資産     22,540 25,905   20,623 

４ 繰延税金資産     2,110 2,261   2,693 

５ 未収入金 ※３   3,356 ―   ― 

６ その他の流動資産     663 1,655   1,151 

７ 貸倒引当金     △552 △327   △343 

流動資産合計     91,196 72.8 86,681 71.5   91,610 72.8

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産          

(1) 建物及び構築物 ※４ 12,787  12,666 13,004   

(2) 機械装置及び 
運搬具 

※４ 4,303  4,180 4,249   

(3) 土地   5,591  5,189 5,560   

(4) 建設仮勘定   190  697 116   

(5) その他の 
有形固定資産 

※４ 1,342  1,336 1,385   

有形固定資産合計     24,215 24,070   24,317 

２ 無形固定資産     1,415 1,680   1,473 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   3,282  4,012 3,690   

(2) 繰延税金資産   2,982  2,810 2,764   

(3) その他の投資等   2,320  1,972 2,077   

(4) 貸倒引当金   △114  △53 △31   

投資その他の 
資産合計 

    8,471 8,742   8,500 

固定資産合計     34,101 27.2 34,493 28.5   34,290 27.2

資産合計     125,298 100.0 121,174 100.0   125,900 100.0



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び 
買掛金 

    24,492 16,949   20,526 

２ 償還期長期借入金     5 ―   ― 

３ 未払費用     7,839 7,279   7,933 

４ 未払法人税等     598 853   1,879 

５ 製品保証引当金     48 45   64 

６ その他の流動負債     5,519 4,281   5,997 

流動負債合計     38,503 30.7 29,409 24.3   36,401 28.9

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金     ― 2,000   ― 

２ 退職給付引当金     10,573 10,437   10,657 

３ 役員退職慰労 
引当金 

    639 731   753 

４ 再評価に係る 
繰延税金負債 

    22 220   22 

５ その他の固定負債     133 467   276 

固定負債合計     11,369 9.1 13,857 11.4   11,711 9.3

負債合計     49,873 39.8 43,267 35.7   48,112 38.2

(少数株主持分)          

少数株主持分     2,230 1.8 2,195 1.8   2,264 1.8

(資本の部)          

Ⅰ 資本金     15,981 12.8 15,981 13.2   15,981 12.7

Ⅱ 資本剰余金     15,737 12.6 15,739 13.0   15,737 12.5

Ⅲ 利益剰余金     48,646 38.8 51,165 42.2   50,732 40.3

Ⅳ 土地再評価差額金     21 0.0 △240 △0.2   21 0.0

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金 

    1,055 0.8 1,316 1.1   1,319 1.0

Ⅵ 為替換算調整勘定     △158 △0.1 △134 △0.1   △163 △0.1

Ⅶ 自己株式     △8,090 △6.5 △8,116 △6.7   △8,106 △6.4

資本合計     73,194 58.4 75,712 62.5   75,523 60.0

負債、少数株主 
持分及び資本合計 

    125,298 100.0 121,174 100.0   125,900 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     54,644 100.0  55,532 100.0   127,992 100.0

Ⅱ 売上原価     45,163 82.6  45,749 82.4   106,134 82.9

売上総利益     9,481 17.4  9,783 17.6   21,858 17.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   7,865 14.4  8,117 14.6   15,808 12.4

営業利益     1,615 3.0  1,665 3.0   6,050 4.7

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   5   4   7    

２ 受取配当金   18   22   29    

３ 持分法による 

投資利益 
  2   ―   1    

４ 固定資産処分益   ―   23   ―    

５ 賃貸料   46   50   94    

６ 為替差益   89   43   98    

７ その他   50 212 0.4 44 189 0.3 238 470 0.4

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   9   6   12    

２ 持分法による 

投資損失 
  ―   47   ―    

３ 売上割引   ―   16   ―    

４ 固定資産処分損   129   ―   ―    

５ 棚卸資産処分損   72   30   132    

６ 売上債権譲渡損   1   ―   ―    

７ その他   82 295 0.6 17 119 0.2 186 331 0.3

経常利益     1,532 2.8  1,736 3.1   6,189 4.8

Ⅵ 特別利益               

１ 貸倒引当金取崩益   74   30   259    

２ 固定資産売却益 ※２ 150   5   232    

３ 投資有価証券 

売却益 
  90   611   190    

４ その他   11 326 0.6 15 661 1.2 43 726 0.6

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産売却損 ※３ 2   0   18    

２ 固定資産処分損 ※４ ―   222   300    

３ 減損損失 ※５ ―   146   64    

４ 退職給付会計基準 

変更時差異償却 
  337   ―   675    

５ その他   46 386 0.7 0 370 0.6 696 1,754 1.4

税金等調整前 

中間(当期)純利益 
    1,472 2.7  2,027 3.7   5,161 4.0

法人税、住民税 

及び事業税 
  342   545   2,065    

法人税等調整額   514 856 1.6 308 854 1.6 △35 2,029 1.6

少数株主利益     25 0.0  55 0.1   80 0.0

中間(当期)純利益     590 1.1  1,117 2.0   3,051 2.4

                



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     15,737 15,737   15,737

Ⅱ 資本剰余金増加高       

   自己株式処分差益   ― ― 1 1 ― ―

Ⅲ 資本剰余金 
中間期末(期末)残高 

    15,737 15,739   15,737

        

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     48,565 50,732   48,565

Ⅱ 利益剰余金増加高       

中間(当期)純利益   590 1,117 3,051 

土地再評価差額金 
取崩額 

  60 650 80 1,197 60 3,111

Ⅲ 利益剰余金減少高       

配当金   448 624 823 

取締役賞与金   121 569 140 764 121 944

Ⅳ 利益剰余金 
中間期末(期末)残高 

    48,646 51,165   50,732

        



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

        

１ 税金等調整前中間(当期) 
純利益 

  1,472 2,027 5,161 

２ 減価償却費   1,304 1,372 2,785 
３ 退職給付引当金及び役員 
退職慰労引当金の増加額 
(△減少額) 

  277 △242 476 

４ 支払利息   9 6 12 
５ 投資有価証券売却益   ― △611 △190 
６ 有形固定資産売却益   △150 △5 △232 
７ 有形固定資産売却損   2 0 18 
８ 売上債権の減少額   17,695 6,956 17,924 
９ 棚卸資産の増加額   △3,635 △5,073 △1,635 
10 未収入金の減少額   5,423 ― 8,266 
11 仕入債務の減少額   △15,385 △3,613 △19,353 
12 その他   △1,829 △2,382 △856 

小計   5,185 △1,563 12,375 

13 利息及び配当金の受取額   23 26 37 
14 利息の支払額   △9 △6 △12 
15 法人税等の支払額   △588 △1,466 △1,136 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  4,610 △3,009 11,264 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

        

１ 有形固定資産 
の取得による支出 

  △967 △1,815 △2,527 

２ 有形固定資産 
の売却による収入 

  412 52 541 

３ 無形固定資産 
の取得による支出 

  △330 △245 △569 

４ 投資有価証券 
  の取得による支出 

  ― △597 △5 

５ 投資有価証券 
  の売却、償還による収入 

  ― 855 254 

６ その他   108 13 △77 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △777 △1,737 △2,383 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

        

１ 長期借入れによる収入   ― 2,000 ― 
２ 長期借入金の 
返済による支出 

  △1,023 ― △1,028 

３ 自己株式の売却による収入   ― 5 ― 
４ 自己株式の取得による支出   △8,063 △13 △8,078 
５ 配当金の支払額   △448 △624 △823 
６ 少数株主への配当金の支払額   △14 △14 △29 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △9,549 1,352 △9,959 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  2 18 △2 

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の減少額 

  △5,713 △3,375 △1,081 

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

  21,931 20,850 21,931 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 16,217 17,474 20,850 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

摘要 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

連結子会社の数  21社 

主要な連結子会社名 

㈱明和工務店、新明和リビ

テック㈱、新明和エンジニ

アリング㈱、新明和オート

エンジニアリング㈱ 

平成16年４月13日付で、新

盟和(上海)貿易有限公司を

設立したため、当中間連結

会計期間より連結の範囲に

含めている。 

連結子会社の数  21社 

主要な連結子会社名 

㈱明和工務店、新明和エン

ジニアリング㈱、新明和オ

ートエンジニアリング㈱ 

連結子会社の数  21社 

連結子会社は、「第１ 企

業の概況」の４ 関係会社

の状況に記載しているため

省略した。 

平成16年４月13日付で、新

盟和(上海)貿易有限公司を

設立したため、当連結会計

年度より連結の範囲に含め

ている。 

  非連結子会社    １社 

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. 

Bhd. 

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. 

Bhd.は総資産、売上高、中

間純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見

合う額)等が中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため除外した。 

非連結子会社    １社 

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. 

Bhd. 

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. 

Bhd.は総資産、売上高、中

間純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見

合う額)等が中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため除外した。 

非連結子会社    １社 

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. 

Bhd. 

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. 

Bhd.は総資産、売上高、当

期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見

合う額)等が連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしてい

ないため除外した。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

持分法適用の非連結子会社 

１社 

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. 

Bhd. 

持分法適用の関連会社 

１社 

㈱カミック 

持分法非適用の関連会社 

該当なし 

持分法適用の非連結子会社 

１社 

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. 

Bhd. 

持分法適用の関連会社 

１社 

㈱カミック 

持分法非適用の関連会社 

該当なし 

持分法適用の非連結子会社 

１社 

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. 

Bhd. 

持分法適用の関連会社 

１社 

㈱カミック 

持分法非適用の関連会社 

該当なし 

３ 連結子会社の中間

決算日(事業年度)

等に関する事項 

連結子会社の中間決算日が

中間連結決算日と異なる会

社 

ShinMaywa(America),Ltd. 

６月30日 

ShinMaywa(Asia)Pte.Ltd. 

６月30日 

新盟和(上海)貿易有限公司 

６月30日 

決算日の差異が３ヶ月を超

えていないため、子会社の

中間決算日の中間財務諸表

に基づき連結している。た

だし、中間連結決算日の差

異により生じた重要な取引

については、連結上必要な

調整を行っている。 

連結子会社の中間決算日が

中間連結決算日と異なる会

社 

ShinMaywa(America),Ltd. 

６月30日 

ShinMaywa(Asia)Pte.Ltd. 

６月30日 

新盟和(上海)貿易有限公司 

６月30日 

決算日の差異が３ヶ月を超

えていないため、子会社の

中間決算日の中間財務諸表

に基づき連結している。た

だし、中間連結決算日の差

異により生じた重要な取引

については、連結上必要な

調整を行っている。 

連結子会社の決算日が連結

決算日と異なる会社 

ShinMaywa(America),Ltd. 

12月31日 

ShinMaywa(Asia)Pte.Ltd. 

12月31日 

新盟和(上海)貿易有限公司 

12月31日 

決算日の差異が３ヶ月を超

えていないため、子会社の

決算日の財務諸表に基づき

連結している。ただし、連

結決算日の差異により生じ

た重要な取引については、

連結上必要な調整を行って

いる。 



  

摘要 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券： 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     …中間決算日の

市場価格に基

づく時価法 

なお、評価差

額は全部資本

直入法により

処理し、売却

原価は移動平

均法により算

定している 

    時価のないもの 

     …移動平均法に

基づく原価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券： 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     …中間決算日の

市場価格に基

づく時価法 

なお、評価差

額は全部資本

直入法により

処理し、売却

原価は移動平

均法により算

定している 

    時価のないもの 

     …移動平均法に

基づく原価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券： 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     …決算日の市場

価格に基づく

時価法 

なお、評価差

額は全部資本

直入法により

処理し、売却

原価は移動平

均法により算

定している 

    時価のないもの 

     …移動平均法に

基づく原価法 

   ② デリバティブ：時価

法 

 ② デリバティブ：時価

法 

 ② デリバティブ：時価

法 

   ③ 棚卸資産：主として

移動平均法に基づく低

価法 

 ③ 棚卸資産：主として

移動平均法に基づく低

価法 

 ③ 棚卸資産：主として

移動平均法に基づく低

価法 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産：定率

法 

   ただし、一部の在外

連結子会社については

定額法によっている。 

   なお、当社及び主要

な国内連結子会社の耐

用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に

規定する方法と同一の

基準によっている。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産：定率

法 

   ただし、一部の在外

連結子会社については

定額法によっている。 

   なお、当社及び主要

な国内連結子会社の耐

用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に

規定する方法と同一の

基準によっている。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産：定率

法 

   ただし、一部の在外

連結子会社については

定額法によっている。 

   なお、当社及び主要

な国内連結子会社の耐

用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に

規定する方法と同一の

基準によっている。 

   ② 無形固定資産：定額

法 

   なお、耐用年数につ

いては、法人税法に規

定する方法と同一の基

準によっている。 

   ただし、自社利用の

ソフトウェアについて

は社内における見込利

用可能期間(おおむね

５年)に基づく定額法

によっている。 

 ② 無形固定資産：定額

法 

   なお、耐用年数につ

いては、法人税法に規

定する方法と同一の基

準によっている。 

   ただし、自社利用の

ソフトウェアについて

は社内における見込利

用可能期間(おおむね

５年)に基づく定額法

によっている。 

 ② 無形固定資産：定額

法 

   なお、耐用年数につ

いては、法人税法に規

定する方法と同一の基

準によっている。 

   ただし、自社利用の

ソフトウェアについて

は社内における見込利

用可能期間(おおむね

５年)に基づく定額法

によっている。 



  

摘要 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金：債権の

貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等

特定の債権については

個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額

を計上している。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金：債権の

貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等

特定の債権については

個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額

を計上している。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金：債権の

貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等

特定の債権については

個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額

を計上している。 

   ② 製品保証引当金：当

社及び一部の連結子会

社は、製品のアフター

サービス費及びかし補

修の支出に備えるた

め、過去の実績額に基

づいて計上している。 

 ② 製品保証引当金：当

社及び一部の連結子会

社は、製品のアフター

サービス費及び完成工

事の補償費用の支出に

備えるため、過去の実

績額に基づいて計上し

ている。 

 ② 製品保証引当金：当

社及び一部の連結子会

社は、製品のアフター

サービス費及び完成工

事の補償費用の支出に

備えるため、過去の実

績額に基づいて計上し

ている。 

   ③ 退職給付引当金：従

業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間

連結会計期間末におい

て発生していると認め

られる額を計上してい

る。 

   なお、退職給付会計

基準変更時差異につい

ては、５年による均等

按分額を特別損失に計

上している。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(13年)によ

る定額法により費用処

理することとしてい

る。 

   数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度か

ら費用処理することと

している。 

 ③ 退職給付引当金：従

業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間

連結会計期間末におい

て発生していると認め

られる額を計上してい

る。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(13年)によ

る定額法により費用処

理することとしてい

る。 

   数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度か

ら費用処理することと

している。 

 ③ 退職給付引当金：従

業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき計上して

いる。 

   なお、退職給付会計

基準変更時差異につい

ては、５年による均等

按分額を特別損失に計

上している。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(13年)によ

る定額法により費用処

理することとしてい

る。 

   数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度か

ら費用処理することと

している。 



  

摘要 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ④ 役員退職慰労引当金 

  ：役員の退職慰労金の

支出に充てるため、内

規に基づく当中間連結

会計期間末要支出見込

額を計上している。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

  ：役員の退職慰労金の

支出に充てるため、内

規に基づく当中間連結

会計期間末要支出見込

額を計上している。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

  ：役員の退職慰労金の

支出に充てるため、内

規に基づく当連結会計

年度末要支出見込額を

計上している。 

  (4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益

として処理している。な

お、在外子会社の資産、

負債、収益及び費用は、

中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含

めている。 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益

として処理している。な

お、在外子会社の資産、

負債、収益及び費用は、

中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘

定に含めている。 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

  外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理している。なお、

在外子会社の資産、負

債、収益及び費用は、連

結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換

算差額は資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含

めている。 

  (5) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

  (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 該当事項なし。 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 該当事項なし。 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 該当事項なし。 

  (7) 消費税等について 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっている。 

(7) 消費税等について 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっている。 

(7) 消費税等について 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっている。なお、一

部の連結子会社は、控除

対象外の消費税及び地方

消費税を、当連結会計年

度の費用として処理して

いる。 



  

  

表示方法の変更 

  

摘要 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引出可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなる。 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引出可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなる。 

 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引出可能な預金

及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヵ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなる。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――― (中間連結貸借対照表) 

 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「未収入

金」(当中間連結会計期間末396百万円)は、資産の総額

の100分の５以下となったため、「その他の流動資産」

に含めて表示している。 
  
(中間連結損益計算書) 

「棚卸資産処分損」は営業外費用の100分の10を超えた

ため、区分掲記している。なお前中間連結会計期間は

42百万円で営業外費用の「その他」に含めて表示して

いる。 

(中間連結損益計算書) 

 「固定資産処分益」は営業外収益の100分の10を超え

たため、当中間連結会計期間より区分掲記することと

した。なお、前中間連結会計期間は２百万円で営業外

収益の「その他」に含めて表示している。 

 「売上割引」は営業外費用の100分の10を超えたた

め、当中間連結会計期間より区分掲記することとし

た。なお、前中間連結会計期間は０百万円で営業外費

用の「その他」に含めて表示している。 

 特別損失の「固定資産処分損」は特別損失の100分の

10を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記す

ることとした。なお、前中間連結会計期間は33百万円

で特別損失の「その他」に含めて表示している。 
  
(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

投資活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資産

の取得による支出」は重要性が増したため、区分掲記

している。なお前中間連結会計期間は△153百万円で投

資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含め

て表示している。 

財務活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の取

得による支出」は重要性が増したため、区分掲記して

いる。なお前中間連結会計期間は△４百万円で財務活

動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表

示している。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 営業活動によるキャッシュ・フローにおける「投資

有価証券売却益」は重要性が増したため、当中間連結

会計期間より区分掲記することとした。なお、前中間

連結会計期間は△90百万円で営業活動によるキャッシ

ュ・フローにおける「その他」に含めて表示してい

る。 

 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「未収入

金の減少額」(当中間連結会計期間118百万円)は、重要

性が乏しくなったため、当中間連結会計期間より営業

活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて

表示している。 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証

券の売却、償還による収入」は重要性が増したため、

当中間連結会計期間より区分掲記することとした。な

お、前中間連結会計期間は102百万円で投資活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示してい

る。 



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してい

る。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が83百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益

が、83百万円減少している。 

―――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が188百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益

が、188百万円減少している。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

 １ 偶発債務 

 保証債務の明細 

被保証者 保証金額 
(百万円) 

被保証債務 
の内容 

需要家 78 製品ローン販売借
入債務等 

従業員 12 従業員の被災住宅
復旧の借入債務 

民間航空機㈱ 285 
B777型民間輸送機
開発事業に係る借
入債務 

計 376 ― 

 １ 偶発債務 

 保証債務の明細 

被保証者 保証金額
(百万円)

被保証債務
の内容 

需要家 40
製品ローン販売借
入債務等 

従業員 11
従業員の被災住宅
復旧の借入債務 

民間航空機㈱ 103
B777型民間輸送機
開発事業に係る借
入債務 

和田興産㈱ 36
手付金等保証委託
契約に基づく債務
に対する連帯保証

㈱さくら不動産 14
手付金等保証委託
契約に基づく債務
に対する連帯保証

計 205 ―

 １ 偶発債務 

 保証債務の明細 

被保証者
保証金額 
(百万円) 

被保証債務 
の内容 

需要家 58 製品ローン販売借
入債務等 

従業員 12 従業員の被災住宅
復旧の借入債務 

民間航空機㈱ 194 
B777型民間輸送機
開発事業に係る借
入債務 

和田興産㈱ 29 
手付金等保証委託
契約に基づく債務
に対する連帯保証 

計 293 ― 

 ２ 受取手形裏書譲渡高 

179百万円 

 ２ 受取手形裏書譲渡高 

132百万円 

 ２ 受取手形裏書譲渡高 

150百万円 

※３ 債権流動化のための受取手形

裏書譲渡高 

1,280百万円 

(債権流動化のために行った受取手

形の裏書譲渡額のうち、期日前決済

の請求を行っていない残高が1,280

百万円あり、この金額は未収入金に

含めて表示している。) 

――― ――― 

※４ 有形固定資産に対する 

   減価償却累計額及び減損損失

累計額 

48,136百万円 

※４ 有形固定資産に対する 

   減価償却累計額及び減損損失

累計額 

48,066百万円 

※４ 有形固定資産に対する 

   減価償却累計額及び減損損失

累計額 

48,662百万円 



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

ある。 

販売手数料 53百万円

貸倒引当金繰入額 10 

従業員給料手当 3,021 

退職給付費用 302 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

103 

福利費 508 

減価償却費 320 

旅費交通費 506 

試験研究費 711 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

ある。 

販売手数料 73百万円

貸倒引当金繰入額 42 

従業員給料手当 3,109 

退職給付費用 277 

役員退職慰労
引当金繰入額 

107 

福利費 531 

減価償却費 343 

旅費交通費 509 

試験研究費 787 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

ある。 

販売手数料 134百万円

貸倒引当金繰入額 16 

従業員給料手当 6,001 

退職給付費用 562 

役員退職慰労
引当金繰入額 

215 

福利費 1,178 

減価償却費 669 

旅費交通費 1,018 

試験研究費 1,526 

      

※２ 固定資産売却益 

 固定資産売却益の内容は次のとお

りである。 

科目 金額 
(百万円) 摘要 

土地 149 佐野市土地売却他

その他 0 ― 

計 150 ― 

※２ 固定資産売却益 

 固定資産売却益の内容は次のとお

りである。 

科目 金額
(百万円)

摘要

土地 1
静岡県田方郡
大仁町土地売却 

機械装置及
び運搬具 3 ―

計 5 ―

※２ 固定資産売却益 

 固定資産売却益の内容は次のとお

りである。 

科目
金額 

(百万円) 摘要 

土地 231 山口県柳井市 
土地売却他 

その他 0 ― 

計 232 ― 

      

※３ 固定資産売却損 

 固定資産売却損の内容は次のとお

りである。 

  

科目 金額 
(百万円) 摘要 

建物 2 草加市建物売却 

※３ 固定資産売却損 

 固定資産売却損の内容は次のとお

りである。 

科目 金額
(百万円)

摘要

機械装置及
び運搬具 0 ―

※３ 固定資産売却損 

 固定資産売却損の内容は次のとお

りである。 

科目
金額

(百万円) 
摘要 

建物 14 横浜市戸塚区 
建物売却他 

土地 3 横浜市戸塚区 
土地売却他 

計 18 ― 

――― ※４ 固定資産処分損 

 固定資産処分損の内容は次のとお

りである。 

建物及び構築物 77百万円

機械装置及び 

運搬具 
71 

その他 73 

計 222百万円

※４ 固定資産処分損 

 固定資産処分損の内容は次のとお

りである。 

建物及び構築物 154百万円

機械装置及び 

運搬具 
83 

その他 62 

計 300百万円



  

  
  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――― ※５ 減損損失 

 当社及び連結子会社は、事業資産

については管理会計上の区分で、賃

貸資産及び遊休資産においては個別

物件単位でグルーピングしている。 

 当中間連結会計期間において以下

の資産グループについて減損損失

（146百万円）を計上した。 

  

 社宅は、入居率の低下のため閉鎖

とし今後の使用見込がないこと及び

継続的な地価の下落により、当該資

産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損

失として計上した。 

 なお、回収可能価額は、不動産鑑

定評価額を基に評価した正味売却価

額により測定している。 
  
減損損失の内訳 

用途 種類 場所

社宅（遊休） 建物、土地等 兵庫県西宮市

建物 11百万円

土地 133 

その他 1 

計 146百万円

※５ 減損損失 

 当社及び連結子会社は、事業資産

については管理会計上の区分で、賃

貸資産及び遊休資産においては個別

物件単位でグルーピングしている。 

 当連結会計年度において以下の資

産グループについて減損損失（64百

万円）を計上した。 

  

 賃貸資産は、継続的な地価の下落

等により、当該資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として計上し

た。 

 なお、回収可能価額は、不動産鑑

定評価額を基に評価した正味売却価

額により測定している。 
  
減損損失の内訳 

  

用途 種類 場所 

賃貸資産 建物、土地等 山口県柳井市

建物 30百万円

土地 32 

その他 0 

計 64百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

現金及び預金 16,217百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金等 

― 

現金及び 
現金同等物 

16,217百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

現金及び預金 17,474百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金等 

―

現金及び 
現金同等物 

17,474百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 20,850百万円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金等 

― 

現金及び
現金同等物 

20,850百万円



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

1,163 557 19 587

その他の 
有形固定 
資産 

1,908 974 11 922

無形固定 
資産 118 57 ― 61

合計 3,191 1,589 30 1,571

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

1,171 661 19 491

その他の 
有形固定 
資産 

1,663 896 9 757

無形固定 
資産 105 66 ― 39

合計 2,941 1,624 28 1,288

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

1,139 585 19 534 

その他の
有形固定
資産 

1,730 871 11 848 

無形固定
資産 105 56 ― 49 

合計 2,975 1,512 30 1,432 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定の残

高 

 未経過リース料中間期末残高相当

額 

 リース資産減損勘定の残高 

１年以内 599百万円

１年超 1,027 

合計 1,626百万円

  25百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定の残

高 

 未経過リース料中間期末残高相当

額 

 リース資産減損勘定の残高 

１年以内 552百万円

１年超 788

合計 1,341百万円

17百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定の残高 

 未経過リース料期末残高相当額 

 リース資産減損勘定の残高 

１年以内 583百万円

１年超 903 

合計 1,487百万円

21百万円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 370百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額 

4 

減価償却費相当額 355 

支払利息相当額 12 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 329百万円

リース資産減損
勘定の取崩額 

4

減価償却費相当額 316

支払利息相当額 11

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 721百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額 

8 

減価償却費相当額 693 

支払利息相当額 26 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

      

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 0百万円

１年超 ― 

合計 0百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 13百万円

１年超 20

合計 33百万円

――― 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(貸主側) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

  取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

中間期末 
残高 

(百万円) 
機械装置 
及び 
運搬具 

96 72 24

その他の 
有形固定 
資産 

144 118 26

合計 241 190 51

(貸主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

  取得価額
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

中間期末
残高 

(百万円) 
機械装置 
及び 
運搬具 

74 61 12

その他の 
有形固定 
資産 

112 92 20

合計 187 154 33

(貸主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高 

 
取得価額
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

機械装置
及び 
運搬具 

79 62 16

その他の
有形固定 
資産 

108 89 19

合計 188 152 35

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 44百万円

１年超 59 

合計 103百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 40百万円

１年超 27

合計 67百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 40百万円

１年超 40 

合計 80百万円

③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 25百万円

減価償却費 13 

③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 21百万円

減価償却費 8

③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 47百万円

減価償却費 25 

④ 利息相当額の算定方法 

  未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高及び見積残存価額の残高の合

計額が営業債権の中間期末残高等

に占める割合が低いため、受取利

子込み法により算定している。 

④ 利息相当額の算定方法 

  未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高及び見積残存価額の残高の合

計額が営業債権の中間期末残高等

に占める割合が低いため、受取利

子込み法により算定している。 

④ 利息相当額の算定方法 

  未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高及び

見積残存価額の残高の合計額が営

業債権の期末残高等に占める割合

が低いため、受取利子込み法によ

り算定している。 

      

――― ２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 0百万円

１年超 0 

合計 1百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 0百万円

１年超 ― 

合計 0百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

  

  

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

前へ   次へ 

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 1,268 3,052 1,784

(2) 債券  

国債・地方債等 15 15 0

合計 1,283 3,067 1,784

非上場株式 166百万円

(店頭売買株式を除く)  

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 1,127 3,364 2,236

非上場株式 628百万円

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 1,216 3,455 2,238

(2) 債券  

国債・地方債等 15 15 0

合計 1,232 3,470 2,238

非上場株式 170百万円



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

(注) 時価の算定は先物為替相場を使用している。 

〈取引の内容〉 

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連の為替予約取引である。 

〈取組方針と利用目的〉 

デリバティブ取引を行う場合には、原則として実需に伴う取引に限定し実施することとしており、売買益を目的とした投機

的な取引は一切行わない方針である。 

為替予約取引は、通常の外貨建営業取引である製品の輸出、資材の購入等の取引の中で、為替レートの変動による収益やキ

ャッシュ・フローの可変性を低減することを目的としている。そのため現存する外貨建の資産及び負債、将来予定されている

支払や予測される収入の価額の範囲内で、社内管理規程に基づき合理的に為替予約取引を行っている。 

〈取引にかかるリスク〉 

為替予約取引に起因するリスクは、主に市場リスクと信用リスクに分かれる。 

《市場リスク》 

実施するデリバティブ取引は、将来の為替変動に伴う市場価格リスクを有している。 

《信用リスク》 

デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の金融機関であるため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどな

いと判断している。 

〈リスク管理体制〉 

取引の実行及び管理は、不正な取引により損失を被ることを防止するため、取引権限及び取引限度額等を定めた社内管理規

程に基づいて、経理部門が一括して管理している。 

〈補足説明〉 

為替予約取引の契約額は、デリバティブ取引のリスクそのものを示すものではなく、また、評価損益は将来、実際に実現す

る損益ではない。 

  

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 為替予約取引  

  売建  

  米ドル 2,165 2,179 △14

合計 ― ― △14



当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

(注) 時価の算定は先物為替相場を使用している。 

〈取引の内容〉 

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連の為替予約取引である。 

〈取組方針と利用目的〉 

デリバティブ取引を行う場合には、原則として実需に伴う取引に限定し実施することとしており、売買益を目的とした投機

的な取引は一切行わない方針である。 

為替予約取引は、通常の外貨建営業取引である製品の輸出、資材の購入等の取引の中で、為替レートの変動による収益やキ

ャッシュ・フローの可変性を低減することを目的としている。そのため現存する外貨建の資産及び負債、将来予定されている

支払や予測される収入の価額の範囲内で、社内管理規程に基づき合理的に為替予約取引を行っている。 

〈取引にかかるリスク〉 

為替予約取引に起因するリスクは、主に市場リスクと信用リスクに分かれる。 

《市場リスク》 

実施するデリバティブ取引は、将来の為替変動に伴う市場価格リスクを有している。 

《信用リスク》 

デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の金融機関であるため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどな

いと判断している。 

〈リスク管理体制〉 

取引の実行及び管理は、不正な取引により損失を被ることを防止するため、取引権限及び取引限度額等を定めた社内管理規

程に基づいて、経理部門が一括して管理している。 

〈補足説明〉 

為替予約取引の契約額は、デリバティブ取引のリスクそのものを示すものではなく、また、評価損益は将来、実際に実現す

る損益ではない。 

  

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 為替予約取引  

  売建  

  米ドル 2,071 2,153 △82

合計 ― ― △82



前連結会計年度(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

(注) 時価の算定は先物為替相場を使用している。 

〈取引の内容〉 

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連の為替予約取引である。 

〈取組方針と利用目的〉 

デリバティブ取引を行う場合には、原則として実需に伴う取引に限定し実施することとしており、売買益を目的とした投機

的な取引は一切行わない方針である。 

為替予約取引は、通常の外貨建営業取引である製品の輸出、資材の購入等の取引の中で、為替レートの変動による収益やキ

ャッシュ・フローの可変性を低減することを目的としている。そのため現存する外貨建の資産及び負債、将来予定されている

支払や予測される収入の価額の範囲内で、社内管理規程に基づき合理的に為替予約取引を行っている。 

〈取引にかかるリスク〉 

為替予約取引に起因するリスクは、主に市場リスクと信用リスクに分かれる。 

《市場リスク》 

実施するデリバティブ取引は、将来の為替変動に伴う市場価格リスクを有している。 

《信用リスク》 

デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の金融機関であるため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどな

いと判断している。 

〈リスク管理体制〉 

取引の実行及び管理は、不正な取引により損失を被ることを防止するため、取引権限及び取引限度額等を定めた社内管理規

程に基づいて、経理部門が一括して管理している。 

〈補足説明〉 

為替予約取引の契約額は、デリバティブ取引のリスクそのものを示すものではなく、また、評価損益は将来、実際に実現す

る損益ではない。 

  

前へ     

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 為替予約取引  

  売建  

  米ドル 2,968 3,019 △51

合計 ― ― △51



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで) 
  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

事業区分は主として主要製品の機能及び部門別区分によっている。 

航空機………飛行艇、海外航空機メーカー向けの航空機部品他 

特装車………ダンプトラック、テールゲートリフタ、塵芥車等の特装車他 

産業機器……機械式駐車設備、ポンプ及び水処理関連製品、成膜装置、ごみ処理設備・機器他 

建設…………建築、土木工事 

その他………不動産・保険代理業、空港業務の支援、設計請負他 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,378百万円であり、その主なものは、親会社

本社の管理部門に係る費用である。 

３ 「追加情報」に記載のとおり、当中間連結会計期間より法人事業税の付加価値割及び資本割を販売費及び一般管理費に計

上している。この変更により従来の方法によった場合に比べ、営業費用が「航空機」については６百万円、「特装車」に

ついては13百万円、「産業機器」については24百万円、「建設」については３百万円、「消去又は全社」については35百

万円増加し、営業利益が同額減少している。 
  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで) 
  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

事業区分は主として主要製品の機能及び部門別区分によっている。 

航空機………飛行艇、海外航空機メーカー向けの航空機部品他 

特装車………ダンプトラック、テールゲートリフタ、塵芥車等の特装車他 

産業機器……機械式駐車設備、ポンプ及び水処理関連製品、成膜装置、ごみ処理設備・機器他 

建設…………建築、土木工事 

その他………不動産・保険代理業、空港業務の支援、設計請負他 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,106百万円であり、その主なものは、親会社

本社の管理部門に係る費用である。 

  
航空機
(百万円) 

特装車 
(百万円) 

産業機器
(百万円) 

建設
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

売上高     

外部顧客に 
対する売上高 

8,119 19,097 21,728 4,702 997 54,644 ― 54,644

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

21 123 41 384 770 1,341 (1,341) ―

計 8,140 19,220 21,770 5,087 1,767 55,986 (1,341) 54,644

営業費用 7,843 17,939 20,532 5,069 1,651 53,036 (7) 53,028

営業利益 297 1,281 1,237 17 116 2,950 (1,334) 1,615

  
航空機
(百万円) 

特装車 
(百万円) 

産業機器
(百万円) 

建設
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

売上高     

外部顧客に 
対する売上高 

7,093 22,166 21,054 4,281 936 55,532 ― 55,532

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 148 38 971 747 1,905 (1,905) ―

計 7,093 22,314 21,092 5,252 1,684 57,438 (1,905) 55,532

営業費用 6,797 20,907 20,257 5,141 1,545 54,649 (782) 53,866

営業利益 295 1,407 835 111 138 2,788 (1,123) 1,665



前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

事業区分は主として主要製品の機能及び部門別区分によっている。 

航空機………飛行艇、海外航空機メーカー向けの航空機部品他 

特装車………ダンプトラック、テールゲートリフタ、塵芥車等の特装車他 

産業機器……機械式駐車設備、ポンプ及び水処理関連製品、成膜装置、ごみ処理設備・機器他 

建設…………建築、土木工事 

その他………不動産・保険代理業、空港業務の支援、設計請負他 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 2,824百万円であり、その主なものは、親会社

本社の管理部門に係る費用である。 

３ 「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度より法人事業税の付加価値割及び資本割を販売費及び一般管理費に計上し

ている。この変更により従来の方法によった場合に比べ、営業費用が「航空機」については18百万円、「特装車」につい

ては33百万円、「産業機器」については54百万円、「建設」については７百万円、「消去又は全社」については74百万円

増加し、営業利益が同額減少している。 

  

  
航空機
(百万円) 

特装車 
(百万円) 

産業機器
(百万円) 

建設
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

売上高     

外部顧客に 
対する売上高 

20,849 41,212 51,114 12,929 1,887 127,992 ― 127,992

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

31 278 153 758 1,646 2,867 (2,867) ―

計 20,881 41,490 51,267 13,687 3,533 130,860 (2,867) 127,992

営業費用 19,899 38,511 46,813 13,559 3,285 122,069 (127) 121,942

営業利益 981 2,979 4,454 127 247 8,790 (2,740) 6,050



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)、当中間連結会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日)及び前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略している。 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略している。 

  

  当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで) 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア……………シンガポール、中国、台湾、タイ、他 

 (2) 北米………………米国、カナダ 

 (3) その他の地域……アフリカ、中近東、他 

  

  前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア………シンガポール、中国、台湾、他 

 (2) 北米…………米国、カナダ 

  

  

  アジア 北米
その他の
地域 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,665 3,528 2,135 7,329

Ⅱ 連結売上高(百万円)  55,532

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

3.0 6.4 3.8 13.2

  アジア 北米
その他の
地域 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,203 6,290 2,358 12,852

Ⅱ 連結売上高(百万円)  127,992

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

3.3 4.9 1.8 10.0



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 731円81銭 １株当たり純資産額 757円35銭 １株当たり純資産額 753円96銭 

１株当たり 
中間純利益金額 

5円52銭 
１株当たり 
中間純利益金額 

11円18銭
１株当たり
当期純利益金額 

28円12銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利
益金額については、潜在株式が存在
しないため記載をしていない。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利
益金額については、潜在株式が存在
しないため記載をしていない。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額については、潜在株式が存在
しないため記載をしていない。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 590 1,117 3,051 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 140 

(うち利益処分による取締役賞与金 

(百万円)) 
― ― 140 

普通株式に係る中間(当期)純利益

(百万円) 
590 1,117 2,911 

普通株式の期中平均株式数(株) 107,031,934 99,976,266 103,525,014 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   8,570  10,943 14,635   

２ 受取手形   11,132  14,073 12,225   

３ 売掛金   29,635  19,754 24,453   

４ 棚卸資産   15,823  19,910 15,305   

５ 未収入金 ※２ 4,235  ― 1,154   

６ その他   1,576  3,142 1,980   

７ 貸倒引当金   △279  △187 △193   

流動資産合計     70,696 70.4 67,637 69.5   69,562 70.2

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産          

(1) 建物 ※３ 9,657  9,435 9,732   

(2) 機械及び装置 ※３ 3,377  3,348 3,371   

(3) その他の 
有形固定資産 

※３ 3,900  4,253 3,713   

有形固定資産合計   16,935  17,036 16,817   

２ 無形固定資産   1,159  1,450 1,224   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資その他の資産   14,243  14,264 14,229   

(2) 貸倒引当金   △2,634  △3,124 △2,683   

投資その他の 
資産合計 

  11,608  11,140 11,546   

固定資産合計     29,703 29.6 29,627 30.5   29,588 29.8

資産合計     100,399 100.0 97,264 100.0   99,150 100.0



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   20,036  12,512 14,738   

２ 未払費用   4,891  4,360 4,965   

３ 未払法人税等   108  204 1,280   

４ 前受金   1,818  737 544   

５ 関係会社預り金   ―  6,410 5,244   

６ 製品保証引当金   31  17 38   

７ その他   5,638  1,897 3,022   

流動負債合計     32,526 32.4 26,140 26.9   29,834 30.1

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金   ―  2,000 ―   

２ 退職給付引当金   6,746  6,705 6,820   

３ 役員退職慰労引当金   226  280 252   

４ その他   ―  327 143   

固定負債合計     6,973 6.9 9,312 9.6   7,216 7.3

負債合計     39,499 39.3 35,453 36.5   37,051 37.4

(資本の部)          

Ⅰ 資本金     15,981 15.9 15,981 16.4   15,981 16.1

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   15,737  15,737 15,737   

２ その他資本剰余金   ―  1 ―   

  資本剰余金合計     15,737 15.7 15,739 16.2   15,737 15.9

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   2,128  2,128 2,128   

２ 任意積立金   31,504  23,405 31,504   

３ 中間(当期) 
  未処分利益 

  2,601  11,393 3,565   

  利益剰余金合計     36,234 36.1 36,928 38.0   37,199 37.5

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    1,036 1.0 1,278 1.3   1,286 1.3

Ⅴ 自己株式     △8,090 △8.0 △8,116 △8.4   △8,106 △8.2

資本合計     60,899 60.7 61,811 63.5   62,098 62.6

負債及び資本合計     100,399 100.0 97,264 100.0   99,150 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     36,891 100.0 37,148 100.0   86,130 100.0

Ⅱ 売上原価     30,850 83.6 31,809 85.6   72,211 83.8

売上総利益     6,040 16.4 5,338 14.4   13,918 16.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     5,396 14.7 5,088 13.7   10,881 12.7

営業利益     644 1.7 250 0.7   3,037 3.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   453 1.2 643 1.7   891 1.0

Ⅴ 営業外費用 ※２   255 0.6 81 0.2   293 0.3

経常利益     842 2.3 812 2.2   3,635 4.2

Ⅵ 特別利益 ※４   270 0.7 641 1.7   457 0.5

Ⅶ 特別損失 ※５   407 1.1 655 1.8   1,232 1.4

税引前中間(当期) 
純利益 

    705 1.9 797 2.1   2,860 3.3

法人税、住民税 
及び事業税 

  39  38 1,218   

法人税等調整額   346 385 1.0 366 404 1.0 △18 1,200 1.4

中間(当期)純利益     320 0.9 393 1.1   1,660 1.9

前期繰越利益     2,280 10,999   2,280 

中間配当額     ― ―   375 

中間(当期) 
未処分利益 

    2,601 11,393   3,565 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

摘要 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

    …移動平均法に基

づく原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    …中間決算日の市

場価格に基づく

時価法 

     なお、評価差額

は全部資本直入

法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定している 

   時価のないもの 

    …移動平均法に基

づく原価法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

    …移動平均法に基

づく原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    …中間決算日の市

場価格に基づく

時価法 

     なお、評価差額

は全部資本直入

法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定している 

   時価のないもの 

    …移動平均法に基

づく原価法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

    …移動平均法に基

づく原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    …期末日の市場価

格に基づく時価

法 

     なお、評価差額

は全部資本直入

法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定している 

   時価のないもの 

    …移動平均法に基

づく原価法 

  (2) デリバティブ 

    …時価法 

(2) デリバティブ 

    …時価法 

(2) デリバティブ 

    …時価法 

  (3) 棚卸資産 

  製品、材料、仕掛品、

貯蔵品の評価基準及び評

価方法は、次のとおりで

ある。 

(3) 棚卸資産 

  製品、材料、仕掛品、

貯蔵品の評価基準及び評

価方法は、次のとおりで

ある。 

(3) 棚卸資産 

  製品、材料、仕掛品、

貯蔵品の評価基準及び評

価方法は、次のとおりで

ある。 

    産機システム事業部 

   移動平均法に基づく

低価法 

  産機システム事業部 

   移動平均法に基づく

低価法 

  産機システム事業部 

   移動平均法に基づく

低価法 

    航空機事業部 

   移動平均法に基づく

原価法 

  航空機事業部 

   移動平均法に基づく

原価法 

  航空機事業部 

   移動平均法に基づく

原価法 

    特装車事業部 

   移動平均法に基づく

低価法 

   ただし貯蔵品につい

ては最終仕入原価法 

  特装車事業部 

   移動平均法に基づく

低価法 

   ただし貯蔵品につい

ては最終仕入原価法 

  特装車事業部 

   移動平均法に基づく

低価法 

   ただし貯蔵品につい

ては最終仕入原価法 

    環境システム事業部 

   移動平均法に基づく

低価法 

   ただし貯蔵品につい

ては最終仕入原価法 

  環境システム事業部 

   移動平均法に基づく

低価法 

   ただし貯蔵品につい

ては最終仕入原価法 

  環境システム事業部 

   移動平均法に基づく

低価法 

   ただし貯蔵品につい

ては最終仕入原価法 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

   …定率法 

    なお、耐用年数及

び残存価額につい

ては、法人税法に

規定する方法と同

一の基準によって

いる。 

(1) 有形固定資産 

   …定率法 

    なお、耐用年数及

び残存価額につい

ては、法人税法に

規定する方法と同

一の基準によって

いる。 

(1) 有形固定資産 

   …定率法 

    なお、耐用年数及

び残存価額につい

ては、法人税法に

規定する方法と同

一の基準によって

いる。 



  

摘要 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 無形固定資産 

   …定額法 

    なお、耐用年数に

ついては、法人税

法に規定する方法

と同一の基準によ

っている。 

    ただし、自社利用

のソフトウェアに

ついては社内にお

ける見込利用可能

期間(おおむね５

年)に基づく定額

法によっている。 

(2) 無形固定資産 

   …定額法 

    なお、耐用年数に

ついては、法人税

法に規定する方法

と同一の基準によ

っている。 

    ただし、自社利用

のソフトウェアに

ついては社内にお

ける見込利用可能

期間(おおむね５

年)に基づく定額

法によっている。 

(2) 無形固定資産 

   …定額法 

    なお、耐用年数に

ついては、法人税

法に規定する方法

と同一の基準によ

っている。 

    ただし、自社利用

のソフトウェアに

ついては社内にお

ける見込利用可能

期間(おおむね５

年)に基づく定額

法によっている。 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上している。 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上している。 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上している。 

  (2) 製品保証引当金 

  製品のアフターサービ

ス費の支出に備えるた

め、ごみ処理施設につい

ては過去の実績額に基づ

いて計上している。 

(2) 製品保証引当金 

  製品のアフターサービ

ス費の支出に備えるた

め、ごみ処理施設につい

ては過去の実績額に基づ

いて計上している。 

(2) 製品保証引当金 

  製品のアフターサービ

ス費の支出に備えるた

め、ごみ処理施設につい

ては過去の実績額に基づ

いて計上している。 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

いる。 

  なお、退職給付会計基

準変更時差異について

は、５年による均等按分

額を特別損失に計上して

いる。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による定額法

により費用処理すること

としている。 

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(13年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてい

る。 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

いる。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による定額法

により費用処理すること

としている。 

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(13年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてい

る。 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上している。 

  なお、退職給付会計基

準変更時差異について

は、５年による均等按分

額を特別損失に計上して

いる。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による定額法

により費用処理すること

としている。 

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(13年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてい

る。 



  

  

摘要 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に充てるため、商法施

行規則第43条に規定する

引当金として、内規に基

づく中間会計期間末要支

出見込額を計上してい

る。 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に充てるため、商法施

行規則第43条に規定する

引当金として、内規に基

づく中間会計期間末要支

出見込額を計上してい

る。 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に充てるため、商法施

行規則第43条に規定する

引当金として、内規に基

づく期末要支出見込額を

計上している。 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

いる。 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

いる。 

 外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理してい

る。 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

６ ヘッジ会計の方法 該当事項なし。 該当事項なし。 該当事項なし。 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等について 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っている。なお、仮払消費

税等及び仮受消費税等は相

殺し、相殺後の金額は流動

資産の「未収入金」に含め

て表示している。 

消費税等について 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っている。なお、仮払消費

税等及び仮受消費税等は相

殺し、相殺後の金額は流動

資産の「その他」に含めて

表示している。 

消費税等について 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っている。 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――― (中間貸借対照表関係) 

 前中間会計期間まで区分掲記していた「未収入金」

(当中間会計期間末845百万円)は、資産の総額の100分

の５以下となったため、流動資産の「その他」に含め

て表示している。 

  

 「関係会社預り金」は資産の総額の100分の５を超え

たため、当中間会計期間より区分掲記することとし

た。なお、前中間会計期間末は4,292百万円で流動負債

の「その他」に含めて表示している。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が59百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、59百

万円減少している。 

―――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が139百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が、

139百万円減少している。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

 １ 偶発債務 

 保証債務の明細 

被保証者 保証金額 
(百万円) 

被保証債務 
の内容 

従業員 12 従業員の被災住宅
復旧の借入債務 

民間航空機㈱ 285 
B777型民間輸送機
開発事業に係る借
入債務 

メルテック㈱ 5 設備資金等の借入
債務 

ShinMaywa 
(Asia) 
Pte.Ltd. 

456 
工事契約に係る契
約履行保証金に対
する再保証 

Thai 
ShinMaywa 
Co.,LTD. 

58 未払経費等の支払
債務に対する保証

計 817 ― 

 １ 偶発債務 

 保証債務の明細 

被保証者 保証金額
(百万円) 

被保証債務
の内容 

従業員 11
従業員の被災住宅
復旧の借入債務 

民間航空機㈱ 103
B777型民間輸送機
開発事業に係る借
入債務 

ShinMaywa 
(Asia) 
Pte.Ltd. 

502
工事契約に係る契
約履行保証金に対
する再保証 

Thai 
ShinMaywa 
Co.,LTD. 

75
未払経費等の支払
債務に対する保証

計 693 ―

 １ 偶発債務 

 保証債務の明細 

被保証者
保証金額 
(百万円) 被保証債務の内容 

従業員 12 従業員の被災住宅
復旧の借入債務 

民間航空機㈱ 194 
B777型民間輸送機
開発事業に係る借
入債務 

ShinMaywa
(Asia)Pte.  
Ltd. 

459 
工事契約に係る契
約履行保証金に対
する再保証 

Thai
ShinMaywa 
Co.,LTD. 

67 未払経費等の支払
債務に対する保証 

計 733 ― 

      

※２ 債権流動化のための受取手形

裏書譲渡高 

1,280百万円 

(債権流動化のために行った受取手

形の裏書譲渡額のうち、期日前決済

の請求を行っていない残高が1,280

百万円あり、この金額は未収入金に

含めて表示している。) 

――― ――― 

      

※３ 有形固定資産減価償却累計額

及び減損損失累計額 

40,930百万円 

※３ 有形固定資産減価償却累計額

及び減損損失累計額 

40,808百万円 

※３ 有形固定資産減価償却累計額

及び減損損失累計額 

41,450百万円 



(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 15百万円

受取配当金 282 

為替差益 99 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 13百万円

受取配当金 474

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 28百万円

受取配当金 462 

      

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 9百万円

棚卸資産処分損 69 

固定資産処分損 115 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 7百万円

棚卸資産処分損 25

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 13百万円

棚卸資産処分損 127 

      

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 893百万円

無形固定資産 132 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 922百万円

無形固定資産 172

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,911百万円

無形固定資産 289 

      

※４ 特別利益の主要項目 

土地売却益 117百万円

※４ 特別利益の主要項目 

投資有価証券

売却益 
604百万円

※４ 特別利益の主要項目 

土地売却益 198百万円

投資有価証券
売却益 

190 

      

※５ 特別損失の主要項目 

関係会社貸倒引当
金繰入額 

176百万円

退職給付会計基準
変更時差異償却 

196 

※５ 特別損失の主要項目 

建物除却損 75百万円

機械及び装置
除却損 

67

関係会社貸倒引当
金繰入額 

441

※５ 特別損失の主要項目 

建物除却損 146百万円

機械及び装置
除却損 

64 

関係会社貸倒引当
金繰入額 

241 

退職給付会計基準
変更時差異償却 

392 

減損損失 64 

  
  

当社は、事業資産については管理

会計上の区分で、賃貸資産及び遊休

資産においては個別物件単位でグル

ーピングしている。 

当事業年度において以下の資産グ

ループについて減損損失（64百万

円）を計上した。 

賃貸資産は、継続的な地価の下落

等により、当該資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として計上し

た。 

なお、回収可能価額は、不動産鑑

定評価額を基に評価した正味売却価

額により測定している。 

減損損失の内訳 

用途 種類 場所 

賃貸資産 建物、土地等 山口県柳井市

建物 30百万円

土地 32 

その他 0 

計 64百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(借主側) 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 521 270 250

車輌 
運搬具 760 329 431

工具、器 
具及び備 
品 

1,289 667 622

ソフト 
ウェア 103 54 49

合計 2,675 1,321 1,353

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 518 334 184

車輌 
運搬具 774 391 383

工具、器 
具及び備 
品 

1,052 564 488

ソフト 
ウェア 91 60 30

合計 2,436 1,350 1,085

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び
装置 518 301 217 

車輌
運搬具 805 393 411 

工具、器
具及び備 
品 

1,133 565 567 

ソフト
ウェア 91 51 39 

合計 2,548 1,312 1,235 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 486百万円

１年超 890 

合計 1,376百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 424百万円

１年超 682 

合計 1,106百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 467百万円

１年超 790 

合計 1,257百万円

③ 当中間期の支払リース料、減価

償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 279百万円

減価償却費相当額 267 

支払利息相当額 11 

③ 当中間期の支払リース料、減価

償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 259百万円

減価償却費相当額 248 

支払利息相当額 10 

③ 当期の支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 562百万円

減価償却費相当額 538 

支払利息相当額 22 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

      

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 0百万円

１年超 ― 

合計 0百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 13百万円

１年超 20 

合計 33百万円

――― 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日)、当中間会計期間末(平成17年９月30日)及び前事業年度末(平成17年３月

31日)のいずれにおいても時価のある子会社株式及び関連会社株式はない。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

(2) 【その他】 

平成17年10月26日開催の取締役会において、第82期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)中間配当に関

して次のとおり決議した。 

(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行う。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 608円88銭 １株当たり純資産額 618円30銭 １株当たり純資産額 620円69銭 

１株当たり 
中間純利益金額 

3円00銭 
１株当たり 
中間純利益金額 

3円94銭
１株当たり
当期純利益金額 

15円66銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在

しないため記載をしていない。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在

しないため記載をしていない。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在

しないため記載をしていない。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 320 393 1,660 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 40 

(うち利益処分による取締役賞与金 

(百万円)) 
― ― 40 

普通株式に係る中間(当期)純利益

(百万円) 
320 393 1,620 

普通株式の期中平均株式数(株) 107,031,934 99,976,266 103,525,014 

① 中間配当による配当金の総額 499百万円

② １株当たりの金額 5円00銭

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成17年12月１日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第81期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月23日 
関東財務局長に提出 

  
(2) 

  
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 自 平成17年３月１日
至 平成17年３月31日

  平成17年４月８日 
関東財務局長に提出 

      自 平成17年４月１日
至 平成17年４月30日

  平成17年５月11日 
関東財務局長に提出 

      自 平成17年５月１日
至 平成17年５月31日

  平成17年６月２日 
関東財務局長に提出 

      自 平成17年６月１日
至 平成17年６月30日

  平成17年７月５日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年11月26日

新明和工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新明和

工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、新明和工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員
業務執行社員 

  公認会計士  濱  吉  廣  務  ㊞ 

指定社員
業務執行社員 

  公認会計士  若  松  昭  司  ㊞ 

指定社員
業務執行社員 

  公認会計士  佐  藤  森  夫  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年11月28日

新明和工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新明和

工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、新明和工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員
業務執行社員 

  公認会計士  濱  吉  廣  務  ㊞ 

指定社員
業務執行社員 

  公認会計士  佐  藤  森  夫  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年11月26日

新明和工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新明和

工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第81期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、新明和工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員
業務執行社員 

  公認会計士  濱  吉  廣  務  ㊞ 

指定社員
業務執行社員 

  公認会計士  若  松  昭  司  ㊞ 

指定社員
業務執行社員 

  公認会計士  佐  藤  森  夫  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年11月28日

新明和工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新明和

工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第82期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、新明和工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員
業務執行社員 

  公認会計士  濱  吉  廣  務  ㊞ 

指定社員
業務執行社員 

  公認会計士  佐  藤  森  夫  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 
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